
・都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分。

（都市計画法第７条）

・無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都道府県が定

期的に見直す。

【これまでの経過】

昭和４５年７月 市街化区域および市街化調整区域の区域区分の当初決定

昭和５２年１２月 第１回区域区分の定期見直し

昭和５９年１２月 第２回区域区分の定期見直し

平成６年１０月 第３回区域区分の定期見直し

平成１４年４月 第４回区域区分の定期見直し

平成２４年３月 第５回区域区分の定期見直し

令和３年３月 第６回区域区分の定期見直し

令和８年２月 区域区分の一斉随時見直し

令和１１年３月 第７回区域区分の定期見直し（告示予定）

区域区分について（県決定） 参考資料①



市街化区域への編入（基本方針）

【線引き制度の基本方針】（滋賀県）

既に市街地を形成している区域、及び市街地開発事業等の

実施が確実な区域など計画的な市街地整備が確実な区域につ

いて行う。

⇒ 次の①、②のいずれかの要件に該当

① 既存集落等で秩序ある都市形成に支障を及ぼさないと認められ

る区域、また、既成市街地に接続して、現に住宅建設または住宅化

が進行し、概ね１０年以内に既成市街地となることが見込まれる区

域で、集団農地以外のもの

② 計画的な市街地整備の行われることが確実な区域（新市街地）



【用途地域】

都市計画法第８条に規定されており、建築物の用途、建ぺい率、

容積率、高さ等の制限を行うもので、計１３種類。都市の将来像を

想定し、都市内における住居、商業、工業その他の用途を適切に配

分することにより、機能的な都市活動の推進、良好な都市環境の形

成を図るもの。

【本市の用途地域指定基準】

①周辺用途地域との連続性

➁特定区域の指定状況（分譲特区、商業特区）

➂都市計画法第４１条で定める制限内容（※）
※市街化調整区域での開発行為にかかる建築行為について、建築基準法等の
基準に上乗せでルールを定めたものです。

④現況の建築状況

用途地域について（市決定）







取組１【新産業創出】（仮称）イノベーショ
ン集積拠点の創出

滋賀県南部地域の経済成長を牽引し、スタートアップ・
既存企業・支援者（支援機関）・市民・学生など多様な主
体の交流・集積による新たな価値（イノベーション）を生
み出すオープンイノベーション拠点として、『（仮称）イ
ノベーション集積拠点』の創出の可能性に向けて取り組み
ます。

取組２ 【企業立地】新たな産業用地の確保

市内企業等の事業拡大や移転、拡張に対応するため、市
街化区域内工業用地の未利用地の活用を前提に、まとまっ
た産業用地が不足していることを踏まえ、市街化調整区域
における地区計画制度の運用基準の見直しに向けて検討す
るとともに、農業用ため池の利活用などを検討することで、
新たな産業用地の確保を図ります。

取組３ 【企業誘致】高付加価値を生み出す
産業集積エリアの形成

今後の社会経済環境の変化や技術革新が急速に進む中で、
将来にわたって都市の活力を維持し続けるため、都市計画
マスタープランとの整合を図りながら、本市の強みを生か
し、『高付加価値を生み出す産業集積エリア』の形成に向
けた取組を推進します。

戦略的な企業立地・集積に向けた３つの取組 参考資料②
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